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入 札 公 告 
 
 次のとおり一般競争入札に付します。 
 
 令和５年１月４日 
 

分任支出負担行為担当官 九州地方整備局  
国営海の中道海浜公園事務所長 小島 孝文 

 
１ 調達内容 
（１）購入等件名及び数量 

国営吉野ヶ里歴史公園内で使用する電気（電子調達システム対象案件） 
（国営海の中道海浜公園事務所） 
契約電力 ２３２ｋＷ 
予定使用電力量 ４９０，０００ｋＷｈ 
ただし、各月の契約電力は当該需要場所におけるその１月の最大需要電

力と前１１ヶ月の最大需要電力のうち、いずれか大きい値とする。 
（２）調達件名の特質等 入札説明書による。 
（３）納入期間 

令和５年５月１日から令和６年４月３０日まで 
（４）納入場所 入札説明書による。 
（５）入札方法 入札金額は、各者において設定する契約電力に対する単価（ｋ

Ｗ単価、同一月においては単一のものとする。）及び使用電力量に対する
単価（ｋＷｈ単価夏季料金とその他季料金等の設定がある場合は、それぞ
れの単価を記載すること。その他の割引料金等がある場合はその内訳を併
せて記載すること。）及び蓄熱電力量に係る割引がある場合は割引単価（ｋ
Ｗｈ単価）を入札書に記入すること。また、落札決定にあたっては、当事
務所が提示する契約電力及び予定使用電力量の総価を比較対象とするので、
単価と合わせて総価を入札書に記入すること。 
なお、入札書に記載する金額の算定にあたっては、力率割引又は割増、

発電費用等に係る燃料価格変動の調整額、離島ユニバーサルサービス調整
額及び電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置
法に基づく賦課金は考慮しないこととする。 
落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分

の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があると
きは、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業
者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当
する金額を記載した入札書を提出すること。 

（６）電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 
本調達案件は、競争参加資格確認申請書及びその添付書類（以下「申請

書等」という。）の提出、入札及び契約を電子調達システムで行う対象案
件である。なお、電子調達システムによりがたい場合は、紙入札方式参加
願、紙契約方式承諾願を提出するものとする。 
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２ 競争参加資格 
次に掲げる条件を満たしている者であること。 

（１）予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定に該当しない者である
こと。 

（２）開札までに令和０４・０５・０６年度の一般競争（指名競争）参加資格
（全省庁統一資格）のうち「物品の製造」又は「物品の販売」のＡ、Ｂ、
Ｃ又はＤ等級に格付けされた九州・沖縄地域の競争参加資格を有する者で
あること。 

   一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統一資格）の申請の時期及び場
所については、「競争参加者の資格に関する公示」（令和４年３月３１
日付官報）に記載されている時期及び場所で申請を受け付ける。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申し
立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始
の申し立てがなされていない者（競争参加者の資格に関する公示に基づく
再申請の手続きを行った者を除く。）であること。 

（４）競争参加資格確認申請書及びその添付書類（以下「申請書等」という。）
の提出期限の日から開札の時までの期間に、九州地方整備局長から指名停
止を受けていないこと。 

（５）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する業者又はこれに準ず
るものとして、国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が
継続している者でないこと。 

（６）事業協同組合として申請書を提出した場合、その構成員は、単体として
申請書等を提出していないこと。 

（７）入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係
がないこと。 
①資本関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。 
ア）子会社等（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号の２に
規定する子会社等をいう。イ）において同じ。）と親会社等（同条第
４号の２に規定する親会社等をいう。イ）において同じ。）の関係に
ある場合 

イ）親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 
②人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、ア）については、会
社等（会社法施行規則（平成１８年法務省令第１２号）第２条第３項第
２号に規定する会社等をいう。以下同じ。）の一方が民事再生法（平成
１１年法律第２２５号）第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会
社等又は更生会社（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第２条第
７項に規定する更生会社をいう。）である場合を除く。 
ア）一方の会社等の役員（株式会社の取締役（指名委員会等設置会社に
あっては執行役）、持分会社（合名会社、合資会社若しくは合同会社
をいう。）の業務を執行する社員、組合の理事又はこれらに準ずる者
をいう。以下同じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合 

イ）一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第６４条第２項
又は会社更生法第６７条第１項の規定により選任された管財人（以下
単に「管財人」という。）を現に兼ねている場合 
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ウ）一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている
場合 

③その他の入札の適正さが阻害されると認められる場合 
組合とその構成員が同一の入札に参加している場合その他上記①又

は②と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合。 
（８）電気事業法第２条の２の規定に基づき小売電気事業の登録を受けている

者であること。 
（９）入札説明書の交付を直接受けた者であること。 
（１０）省ＣＯ２化の要素を考慮する観点から、入札説明書に記載する基準を

満たすこと。 
 
３ 入札書の提出場所等 
（１）入札書及び申請書等の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

〒８１１－０３２１ 福岡県福岡市東区大字西戸崎１８－２５ 
国土交通省 九州地方整備局 国営海の中道海浜公園事務所総務課経理係 
電話 ０９２（６０３）１１１２（内線２２２）  

（２）入札説明書の交付方法、交付期間 
① 交付方法 

電子調達システムにより交付する。（質問回答等を、電子調達システ
ムの調達資料ダウンロード機能を用いて行うため、資料のダウンロード
の際に「ダウンロードした案件について訂正・取消が行われた際に更新
通知メールの配信を希望する」にチェックを入れること。） 
ただし、やむを得ない事由により、電子調達システムにより入手が出

来ない場合は、上記３（１）に問い合わせること。 
② 電子調達システムのＵＲＬ 

https://www.geps.go.jp/ 
③ 交付期間 

令和５年１月４日から令和５年１月２０日まで 
（３）電子調達システム、持参、郵送等又は電子メールによる申請書等の提出

期限 
令和５年１月２０日１２時００分 

（４）電子調達システム、持参又は郵送等による入札書の提出期限 
令和５年２月１５日１７時００分 

（５）開札の日時及び場所 
令和５年２月１６日１４時００分 
九州地方整備局 国営海の中道海浜公園事務所 入札室 

 
４ その他 
（１）契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 
（２）入札保証金及び契約保証金 免除 
（３）競争参加資格の確認のため入札者に要求される事項 

本調達案件の入札に参加を希望する者は、分任支出負担行為担当官の交
付する入札説明書に基づく申請書等を作成し、下記により提出しなければ
ならない。 
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① 電子調達システムにより参加を希望する者は、申請書等を作成し、こ
れを上記３（３）に示す提出期限までに上記３（２）に示すＵＲＬに提
出しなければならない。 

② 紙入札方式により参加を希望する者は、申請書等を作成し、これを上
記３（３）に示す提出期限までに上記３（１）に示す場所に提出しなけ
ればならない。 

③ 上記①、②いずれの場合も、開札日の前日までの間において分任支出
負担行為担当官から申請書等の内容に関する説明を求められた場合 
なお、上記２（２）に掲げる一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統

一資格）を有していない者も申請書等を提出することができるが、競争に
参加するためには、開札までに当該資格の認定を受け、且つ競争参加資格
の確認を受けていなければならない。 

（４）落札対象 
申請書等は、分任支出負担行為担当官において競争参加資格が確認され

た入札書のみを落札対象とする。 
（５）入札の無効 

競争に参加する資格を有しない者、入札に関する条件に違反した者及び
入札者に求められる義務を履行しなかった者のした入札は無効とする。 

（６）契約書作成の要否 要 
（７）落札者の決定方法 

予算決算及び会計令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制
限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。ま
た、原則として、当該入札の執行において入札執行回数は２回を限度とす
る。なお、当該入札回数までに落札者が決定しない場合は、原則として予
算決算及び会計令第９９条の２の規定に基づく随意契約には移行しない。 

（８）手続きにおける交渉の有無 無 
（９）詳細は入札説明書による。 


